
　消費税が引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、地方消費税法

第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費に充てられるものとされています。

　令和６年度における社会保障施策経費への充当状況（決算）については、下記のとおりです。

（歳入） ・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 50,955 千円

（歳出） ・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 166,734 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国（道）
支出金

町　債 その他
うち地方消費税
交付金充当分

重度障害者等タクシー料金助成 70 70 63

重度心身障害者医療給付費 7,982 3,420 1,308 3,254 2,947

障害者自立支援給付費 137,176 96,177 40,999 37,129

障害者自立支援医療給付費 6,674 4,668 2,006 1,817

障害児入所給付費等負担金 3,634 2,725 909 823

地域生活支援事業（日常生活用具） 1,284 578 706 639

老人保護措置費 9,914 1,591 8,323 7,537

166,734 107,568 0 2,899 56,267 50,955

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）については、各事業の一般財源の比率に応じて按分し充当している。
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障経費について
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